
 
 
 

薄井 雅俊， 白寄 篤 
 

１．緒言 
輸送機器などの複雑形状部品または多機能部品の製造

において，生産性改善，コスト削減や環境負荷低減のため

に，複数部品の溶接・ボルト締結に代わる技術として金属

の塑性を利用した結合法が研究されている．自動車の駆動

機器などを対象とした軸と円盤部品の塑性結合方法には，

塑性流動結合法 1)，シェービング接合 2,3)，植込み接合 4,5)

などが提案されている．このうち塑性流動結合法は 1980
年前後に開発され，主に自動車部品において実用化されて

いる方法である．従来は図 1に示すように軸と円盤状の部
材を精密なはめあいで組み立てた後に，軟質円盤部材の一

部を円筒状の専用パンチで加圧し，硬質軸部材に設けた結

合溝に軟質円盤部材を塑性流動させることによって結合

するものであった．部品点数が少なく，プレス工程に組込

めるため，軽量・低コストで生産性が高い結合法である．

村上らは，高精度かつ生産性の高い結合法であるという特

徴に着目し，様々な部材の組み合わせに対して塑性流動結

合法の展開を図ってきた 6～10)．しかし，従来の塑性流動結

合法は軸部品輪郭形状に合わせた筒状の専用パンチが必

要不可欠であり，パンチ作製・維持コスト，適用可能な形

状の自由度，少量生産部品への適用の難しさなどが課題と

なっている． 

 
近年では塑性流動結合法のさらなる応用として，広田ら

11,12)や F. Dorraら 13)などによって専用の結合パンチを必

要としない新たな塑性流動結合法が研究されている．広田

らの手法は，セレーション加工を施した焼入れ軸を軟質円

盤部材の穴に押し込むことでセレーションの谷部に円盤

部材を塑性流動させる方法である．軸抜き強度よりもねじ

り強度を重視した結合法であるが，硬度差が小さい材料の

組合せではセレーションが潰れてしまい結合が難しい．一

方 Dorra らの手法は，段付き軸の上下両端に圧縮荷重を
負荷して小径部に塑性流動を生じさせる方法であり，硬度

差に関係なく結合が可能である．しかし，軸が円盤を完全

に貫通している部品でないと適用できない．また，塑性変

形の生じる範囲を結合部に限定できないため軸部品の小

径部全体がタル型に変形してしまう． 
そこで著者らは，専用の結合パンチを必要としない塑

性流動結合法として前述の方法とは異なる新たなパンチ

レス塑性流動結合法を開発した 14)～17)．これまでの報告で

は，鉄鋼系材料(S45C と SKD11)の結合や異種材(A5056
と S45C)の結合において従来の結合法と同等以上の結合
強度が得られることを明らかにし，専用パンチを必要とし

ないために低コストであり，少量生産にも対応でき，異種

材の結合にも有効な方法であることを示した． 
しかし，このパンチレス塑性流動結合法は部品間の硬度

差が必要不可欠であり，硬度差のない材料（同質材）の組

合せでは軸部品，穴部品ともに塑性変形が生じることで結

合強度（結合効率）が大幅に低下する．よって，本結合法

を適用可能な材料の組合せには限りがあった． 
そこで本研究では，パンチレス塑性流動結合法の適用範

囲拡大の期待に応えるため，硬度差の無い材料にも適用可

能なパンチレス塑性流動結合法を開発する． 

２．結合原理 
これまでのパンチレス塑性流動結合法の原理

図 2 にこれまでに開発したパンチレス塑性流動結合法
の概略を示す．この結合法では，軸部品と穴部品は互いの

硬度を比較してどちらか片方が軟質材料となる組合せの

材料を使用し(図 2は軸が軟質な場合を示す)，硬質側の部
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品に段付け加工を施す．直接軸端部に結合荷重を負荷する

ことで段付け加工部がパンチの役割を果たし，局所的に高

い面圧を発生させ，材料の硬度差によって微小な塑性流動

が生じて結合される． 
この方法は片側から荷重を負荷することで結合が可能

であるため適用部品の自由度が高く，塑性流動の生じる範

囲も段付き部周辺の微小範囲に限られ結合品が高精度で

ある．また，特殊な工具や加工機を必要とせずプレス工程

での結合が可能であるため，既存の結合方法からの移行も

容易である．一定の結合荷重を負荷して結合を行う場合，

結合強度に及ぼす軸外径と穴内径の寸法精度の影響は非

常に小さく，結合部の加工には高い寸法精度を必要としな

い．一方で，結合部寸法の異なる条件でも結合部に生じる

結合面圧に対する結合効率の関係はほぼ同じ直線上に分

布し，結合面圧に比例して結合効率が高くなる．

しかし，この手法では硬質側部材が塑性変形しないよう

部品間の十分な硬度差が必要である．硬度差の無い材料の

組合せでは図 3に示すように軸，穴部品ともに塑性変形が

生じる．このとき×印で示す塑性流動は相手部品に接触せ

ず結合力に関与しないため，負荷した結合荷重による仕事

が無駄な変形に消費され，結合強度が大幅に低下する． 
高度差不要なパンチレス塑性流動結合法の原理 

本研究では硬度差の無い材料を塑性流動結合するため

に図 4 に示すように 4 つの結合手法を提案する．手法 A
は軸，穴部品ともに段付け加工を施す方法であり，図中①

および②の塑性流動を互いの段付け加工部で受け止めて

結合力(締付圧力)を得る．手法 B 及び C は軸部品段付け
加工部または穴部品内面のどちらかに溝加工を追加する

方法であり，塑性流動によって溝に材料の一部が充填され

ることによる機械的かみ合わせと締付圧力によって結合

力を得る．手法 D は軸部品・穴部品ともに溝加工を追加
する方法であり，主に溝部の機械的かみ合わせによって結

合力を得る． 
 
３．実験方法 
本実験では，軸部品・穴部品ともに A5056-H112 材

([HV1.0]110程度，引張強さ 350MPa程度)を使用した．
図 5に手法 Aから Dの実験に使用した試験片の寸法を示
す．実験には，万能試験機(インストロン，600DX)または
手動プレス(長崎ジャッキ，NSP-15)を使用し，ロードセル
とレーザ変位計を用いて実験中の荷重－ストロークデー

タを取得した．なお，伊西らの研究 18),19)では材料表面の

油膜によって結合強度が低下する報告がなされており，本

研究では結合前に全ての試験片表面を脱脂した． 
まず，図 6(a)に示す結合実験では，外径拘束治具等を用
い，軸端部に結合荷重を負荷することで結合を行う．従来

の硬度差を有するパンチレス塑性流動結合法と比較する

ため結合荷重は主に 30~60kN の範囲で設定した．また，
より高い結合荷重を負荷した場合の挙動を調査するため

一部条件では最大 75kNまでの結合荷重を負荷した．結合
荷重が最大の 75kN の場合でも，軸断面に生じる圧力は
239MPa程度であり軸全体が降伏することはない．次に，
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図 6(b)に示す軸戻し実験では，結合品を上下逆さにし，軸
部品に結合時とは反対方向に荷重を負荷して押し抜く．こ

の時，軸部品が穴部品から抜け始める荷重を結合強度（軸

戻し耐荷重と呼ぶ）とした． 

４．実験結果 
結合ストローク

塑性流動結合においては，結合品の寸法精度を担保する

ため結合時に必要な軸の押込み量(結合ストローク)は小
さい方が望ましい．図 7 に図 3(a)で示した従来のパンチ
レス塑性流動結合法(穴部品のみ段付き)と提案する手法A
から D を用いて硬度差の無い 2 部品を結合した場合の，
結合荷重 30kN，45kN，60kNを負荷するのに要した結合
ストロークを示す．提案する手法はいずれの条件において

も従来法(硬度差無)に比べて小さな結合ストロークで目
標結合荷重を得ることが可能であった． 
硬度差の無い材料の組合せでは軸，穴部品ともに結合部

で塑性流動が生じる．従来法(硬度差無)では，軸部品端部
は外径が拡大するように塑性流動し，穴部品内面とのすき

間が充填されて変形が拘束される．しかし，穴部品の段付

け下部が縮径する塑性流動は拘束されず，自由に変形でき

る．一方で，提案する手法は両部品に段付け加工が施され

ているため，両部品の塑性流動はどちらも部品間のすき間

を充填して変形が拘束される．このように塑性流動による

変形が拘束されるか否かによって必要な結合ストローク

に差が生じたものと考えられる． 
結合強度 軸戻し耐荷重

図 8 に従来のパンチレス塑性流動結合法(穴部品のみ段
付き)と提案する手法AからDを用いて硬度差の無い 2部
品を結合した場合の，結合荷重と軸戻し耐荷重の関係を示

す．なお，従来の硬度差を有するパンチレス塑性流動結合

(S45C 軸部品+A5056 穴部品)の先行研究 14)の結果を併せ

て示す．実験した中で最も結合荷重の小さい 30kN(このと
き段付け加工部に生じる公称面圧は約 661MPa)の場合，
従来手法(硬度差無)の軸戻し耐荷重は非常に小さく，
1.02kNしか得られなかった．一方で，提案する手法では
最も軸戻し耐荷重の低かった手法 C，D でも 2.8kN 以上
であり，従来法(硬度差無)の 2 倍以上の強度が得られた．
また，提案する 4つの手法を比較すると，結合溝の無い手
法 Aと結合溝を有する手法 B,C,Dの差は小さく，結合荷
重 30kN では軸戻し耐荷重に及ぼす結合溝の影響はほと
んど見られなかった．結合荷重 45kNの場合，結合溝の影
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響による軸戻し耐荷重の差が表れ，穴部品側に結合溝を有

する手法 C,Dは手法 A,Bよりも大きな軸戻し耐荷重が得
られた．最も高い軸戻し耐荷重を得られた手法 C は
13.45kNであり，従来法(硬度差有)よりも大きな軸戻し耐
荷重を得られた．結合荷重 60kNの場合，結合溝の無い手
法 Aと軸部品のみに結合溝を有する手法 Bにも軸戻し耐
荷重の差が表れ，手法 Aの耐荷重は 9.1kNであり，従来
法(硬度差無)よりもやや小さかった．一方で手法 Bの耐荷
重は 14.05kN であり，従来法(硬度差無)よりもやや大き
な耐荷重を得られた． 
提案する手法 Aから Dを比べると，前述の通り結合荷

重 30kN では各手法に差はないが，結合荷重 45kN の場
合には手法 A,B は従来法(硬度差有)より 30%以上軸戻し
耐荷重が小さく，従来法(硬度差無)と同程度であり，十分
な結合強度が得られなかった．手法 Dは従来法(硬度差有)
とほぼ同等の軸戻し耐荷重を得られ，手法 Cは従来法(硬
度差有)よりも大きな軸戻し耐荷重を得られた． 

結合効率 軸戻し耐荷重 結合荷重

図 9 に結合荷重に対する軸戻し耐荷重の割合を結合効
率として示す．この値が高いほど，より低い結合荷重で高

い強度を実現していることを意味する． 
結合溝の無い手法 A は，結合荷重 30kN の場合の結合

効率は約 11%と他の手法と同等だったが，結合荷重が大
きくなっても結合効率はほぼ変わらず横ばいであった．手

法 A では両部品への段付け加工によって図 4(A)の①軸部
品の塑性流動と②穴部品の塑性流動が互いに半径方向逆

向きの締付圧力を生じて結合される．この時，穴部品の結

合後の外径は結合荷重 30kN の場合にはほとんど変化し
なかったが，結合荷重 45kNで+0.015mm程度，結合荷重
60kNで+0.03mm程度大きくなっていた．このことから，
①による半径方向外向きの圧力が高くなると穴部品全体

がわずかに半径方向外向きに弾性変形し，穴が押し広げら

れることで②の締付圧力の一部が相殺されたため，結合荷

重が大きくなっても結合効率が変化しなかったと考えら

れる． 
軸部品に結合溝を有する手法 B の結合効率は結合荷重

45kN までは手法 A と同程度であったが結合荷重 60kN

では手法 A や従来法(硬度差無)よりも高い約 23%の結合
効率が得られた．このことから，結合荷重 50kNから 60kN
の間で軸部品の結合溝に塑性流動した材料が充填され結

合溝の効果が表れたと考えられる． 
穴部品に結合溝を有する手法 C，両部品に結合溝を有す
る手法 D は結合荷重 45kN から他の手法よりも結合効率
が高くなり結合荷重 60kNでは従来法(硬度差有)よりも高
い約 32~40%の結合効率が得られた．このことから，穴部
品の結合溝への塑性流動は結合荷重 30kN から 45kN の
間で始まっており，軸部品の結合溝よりも早い段階で穴部

品の結合溝の効果が表れたと考えられる． 
一方で手法 B,C,D いずれの条件でも結合荷重 60kN 付

近で結合効率のピークを迎え，それ以上の結合荷重では結

合効率が上がらなかった．また，手法 B,C,D の結合後の
穴部品外径の変化は手法 A より小さく，結合荷重 45kN
で+0.01mm 以下，結合荷重 60kN で+0.02mm 以下であ
ったが，結合荷重 65kN以上では+0.05mm程度大きくな
っていた．このことから条件 B,C,D の結合溝への塑性流
動による材料の充填は結合効率 60kNでピークを迎え，そ
れ以降は手法 A と同様に穴部品全体の弾性変形によって
締付圧力が相殺されて結合効率が上昇しなくなったもの

と考えられる． 
結合溝への塑性流動の観察

4.3で軸部品と穴部品，それぞれの結合溝への塑性流動
について，穴部品結合溝の方がより早い段階からその効果

を発揮していることを述べた．図 10に結合荷重 60kNの
結合品を切断し，結合溝部の断面を観察した結果を示す．

手法 Cおよび Dの穴部品結合溝は塑性流動した材料が十
分に充填されており，その割合は手法 C で 90%以上，手
法 Dで 75%以上であった．それに対して手法 Bおよび D
の軸部結合溝へ塑性流動した材料は少なく，手法Bで35%
以上，手法 Dで 25%以上であった．いずれの場合にも軸
部結合溝よりも穴部結合溝の方が塑性流動による充填が

多かったことから，前述の通り，穴部結合溝の方が早い段

階から塑性流動した材料が充填され始め，結合強度の上昇

に大きく寄与する結果となった．また，両部品に結合溝を

有する手法 D は軸部品と穴部品のどちらか片方のみに結
合溝を有する手法 B,C に比べて，軸部結合溝と穴部結合
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図 9 結合荷重と結合効率の関係 
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図 10 結合溝の塑性流動(結合荷重 60kN) 
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溝ともに塑性流動によって充填された材料が少なかった．

これは，同じ結合荷重を負荷した場合，塑性流動する材料

の総量はほぼ同じであり，結合溝が二つになったことで塑

性流動の総量が分散したためである． 
4.3および 4.4の結果から結合効率と結合溝への充填効
率を考慮すると，硬度差の無い材料を塑性流動結合する場

合には，提案する手法Cが最も効果的な結合手法であり，
次いで手法 Dも有効な結合手法であると言える． 

結合溝形状縮小と配置変更による結合強度向上

の検討

4.3および 4.4の結果から，結合溝への塑性流動がより
多いほど結合効率が高くなることが示された．そのため，

より早い段階から材料の塑性流動が発生する段付け加工

部に近いほど結合溝の効果が高くなると考えられる．また，

図 10 で結合荷重 60kN を負荷しても結合溝への充填が
100%に満たなかったことから図 5の結合溝形状は溝断面
積が大きすぎた可能性がある．よって，結合溝形状の縮小

と配置変更によって結合強度の向上が可能か検討した． 
図 11に図 5の軸部品と穴部品の結合部拡大図に相当す

る変更後の溝形状と配置を示す．溝の幅は 1.0mm から

0.8mmに，深さは 0.5mmから 0.4mmに変更し，配置は
段付け加工部に 0.4mm近づけた． 
溝形状変更後の軸部品と穴部品を用いた条件をそれぞ

れ手法 B’,C’,D’と呼ぶ．図 12 結合荷重と結合ストローク
の関係を示す．比較のため従来法(硬度差無)と手法 Aも併
せて示す．溝形状を変更した手法 B’,C’,D’いずれも従来法

(硬度差無)よりも小さな結合ストロークで目標結合荷重
を得られた．また，図 7 の溝形状変更前の手法 B,C,D の
結合荷重 45kN 以上での結合ストロークは手法 A に対し
ては平均 10%程度結合ストロークが長かったが，溝形状
変更後の手法 B’,C’,D’は手法 A よりも平均 20%程度結合
ストロークが長くなった．これは結合溝に流動する材料が

溝形状変更前よりも増加した影響であると考えられる． 
図 13 と図 14 に溝形状変更後の軸戻し耐荷重と結合効

率を示す．比較のため溝形状変更前のデータを破線で示す．

変更前と同様に結合荷重 30kN では各手法による軸戻し
耐荷重の違いはほとんど見られないが，結合荷重 45kNで
は溝形状変更によって軸戻し耐荷重が向上する傾向が見

られ，手法 C’および D’は従来手法(硬度差有)と同等以上
の軸戻し耐荷重が得られた．特に軸部品に結合溝を有する

手法 B’および D’は溝形状変更によって軸戻し耐荷重が大
きく向上した．しかし，穴部品にのみ結合溝を有する手法

C’は溝形状変更による影響は小さかった．これは図 10で
示した通り，溝形状変更前から穴部結合溝は塑性流動によ

る材料の充填が比較的多く，軸部溝形状は材料の充填が少

なかったため，軸部品の方が結合溝形状変更の効果が大き

かったものと考えられる．一方で，溝形状変更前は結合効

率が低下していた手法Bの結合荷重 60kN以上，手法C,D
の結合荷重 70kN 以上の条件では溝形状の変更によって
結合効率が大きく向上した． 
この結果から，材料の塑性流動量が多く，締付圧力が大
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図 11 溝形状および配置の変更 

A’-New: When the shaft 
has smaller groove

B’-New: When the ring 
has smaller groove
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きくなる箇所に適切な形状の結合溝を配置することで結

合強度を向上させることが可能である．特に結合荷重の大

きな条件で結合効率のピークを向上させることが可能で

ある． 
５．結言 

硬度差の無い材料をパンチレス塑性流動結合するため

に，両部品に段付け加工のみを施す手法と各部品の段付け

加工部に結合溝加工を追加する手法を提案し，結合強度や

結合溝への塑性流動の様子を調べた．また，結合溝形状の

変更によって結合強度の向上を図った．その結果を以下に

示す． 
 

1) 両部品に段付け加工を施す手法 A によってパンチレ

ス塑性流動結合が可能であるが，その結合強度は低

かった． 
2) 結合部に溝加工を追加することで結合強度は向上し

た．穴部品のみに溝加工を追加した手法 C が最も結

合強度が高く，次いで軸・穴ともに溝加工を追加し

た手法 D の結合強度が高かった．軸部品のみに溝加

工を追加した手法 B は，ほかの 2 つの手法に比べて

結合強度の向上は小さかった． 
3) 結合溝への塑性流動は，軸部結合溝よりも穴部結合

溝の方が生じやすく，結合効率と結合溝への充填効

率から穴部品のみに結合溝加工を追加する手法 C が

最も効果的な結合手法であった． 
4) 塑性流動による結合溝への材料充填効率を改善する

ため溝形状縮小と配置変更を行った．その結果，結

合溝を使用するすべて結合手法で結合強度が向上し，

特に穴部品に結合溝を有する手法 C’,D’は硬度差の

有るパンチレス塑性流動結合よりも高い結合強度が

得られた． 
以上の結果から，両部品に段付け加工と結合溝加工を施

すことで，硬度差の微小な材料のパンチレス塑性流動結合

が可能であることを示した．特に穴部品に結合溝加工を追

加することが有効であり，結合溝形状と配置を最適化する

ことで従来の硬度差を利用したパンチレス塑性流動結合

と同等以上の結合強度を得ることが可能である． 
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